







(Social Networking Service) もユーザー数を







は見られるものの (e.g., 高橋, 2007；辻野,
2006), 具体的に検証した例はまだ少ない｡ 一
方, ブログや SNS の効果に関してはネット・
コミュニティに関する研究において (e.g., 池
田, 2005；早稲田大学 IT 戦略研究所, 2006),
社内における情報や知識の共有に関してはナレッ
ジ・マネジメントに関する研究において議論が
進められている (e.g., Nonanak and Takeuc
hi, 1995；von Krough et al., 2000)｡
そこで本稿では, ネット・コミュニティやナ
レッジ・マネジメントに関する先行研究に基づ
き, 社内 SNS の研究課題について整理すると







促進するとの議論や (Lipnack and Stamps,
1997), 逆にネット内だけで信頼関係が形成さ
れるとの議論がある (Jarvenpaa et al., 1998；
Jarvenpaa and Leidner, 1999)｡ 特に顔が見え
ないネットにおける信頼形成に関しては, 事前
の相手の手がかりが信頼を強化するとの意見が
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社内の SNS は, 相手と面識がない, 相手の顔
が見えないといった不確実な状況であることか
ら信頼が必要とされる環境であり, また, 相手





いて SNS を導入する際に, 事前の対面での関




















れている (池田, 2005)｡ そのため, CMC の
一種である SNS で形成される関係もまた弱い
紐帯であり, 結果, 開放的で多様な関係が拡大
していくと考えられる｡ 一方で, 課題 1 の議論












ており, たとえばインフラ, スキル, 規律, 異
質性が普及の要因として挙げられている
(Markus, 1987, 1990)｡ またネット・コミュ
ニティでの個人の関係形成や行動を左右する要
因として, 個人の動機や個人の特性が挙げられ
ている (向日, 2008)｡ さらに, 社内での知識
共有の促進要因として組織の従業員への配慮
などが挙げられている (von Krough et al.,




研究課題 3：何が社内 SNS の普及, 利用を
左右するのか｡
2.3 社内 SNSならではの効果
社内 SNS の利用が促進し, 関係が形成され








した mixi の特徴として ｢人への高い関与と信
頼が基盤｣ ｢リアルな関係とバーチャルな関係
が混在｣ ｢自分なりのつながりを多様に持つ｣
との 3 点が挙げられている (早稲田大学 IT 戦





CHUKYO KEIEI KENKYU Vol. 18 No. 270
研究課題 4：社内 SNS ならではの効果はど
のようなものであるのか｡
3. インタビュー調査の概要
3.1 NTT 東日本の社内 SNSの概要
NTT 東日本ビジネスユーザ事業推進本部
(以降 BU 本部と記載) は, 2005 年 10 月に社
内 SNS を導入した｡ 当時は日本の代表的な
SNS である mixi も, メディアに取り上げられ
ることは少なく, 一般的な知名度が低い時期で







あった (小林, 2007)｡ そこで知識共有の道具
として SNS の導入が BU 本部で検討され, 上
層部の承認を得た上で BU 本部において SNS
が開発され, 導入された｡ この社内 SNS は
｢Sati (パーリ語で 『気づき』 の意味)｣ と名付









者は NTT 東日本とそのグループ会社の約 5 万
名であるが, 2008 年 8 月の時点で登録ユーザー
は約 8,300 名となっている｡
3.2 インタビュー調査の概要
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促進する環境が整っていることが確認されたが,
ではそこで形成される関係はどのようなもので


















(社内 SNS の位置づけの) 基本はコミュニ
ケーションの活性化の手段です｡ つながるきっ
かけ, つながった人同士が継続的につながっ




















つぎに ｢研究課題 3：何が社内 SNS の普及,
利用を左右するのか｣ について検証する｡























以前から BU 本部では, イントラネットの
活用やオフィス改革などの取り組みが積極的で
あり (金澤, 2001；上村・大山, 1997), 新た
な挑戦やシステムを受け入れる風土が上層部に
研究ノート







































































ます｡ Web2.0 のユーザーは 35 歳くらいま
でと言われていますが, 実は全く同じような
社内 SNS がもたらす効果
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では, 社内 SNS の利用が促進し, 関係が形
成された結果, どのような効果がもたらされる























し, 社内 SNS では一定の知人を意識して書き
込むために, 掲示板より心理的な敷居が低くな








































ただし, 以上のような社内 SNS の効果は既
存のコミュニケーションの補完的な側面が強い｡











以上, 研究課題を NTT 東日本の事例に基づ


















もたらしている可能性がある｡ 現在 BU 本部
では Wiki や KnowWho データベースの導入
に取り組んでいるが, Sati で築かれた風土が
Wiki や KnowWho データベースでの情報提供
につながることが期待される｡
以上から, 社内 SNS は新たな弱い紐帯に基
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は 2 週間程度です｡ 最初は SNS の準備に
関わった人がメンバーとなり, 使い方を覚
えながら身近な人を招待することから始め
ました｡ 1 年後に利用者は 2,500 人ぐらい
になり, 思った以上に広範囲に広がり, 色々











わせた 5 万人のうち, 約 8,300 人です｡ ま
















































中京経営研究 第18巻 第2号 77





した｡ お陰で当社の SNS について, ここ
3 年ほど外部の方々に話をする機会に恵ま


















































































































しれませんが, SNS だと書きやすく, も



























































































































ないということです｡ SNS は KnowWho
としては会社の人同士の情報提供になって
いません｡ ただし, SNS のユーザーは何
か聞くと答えてくれる人が多いという特徴
はあります｡ 先日も SNS を活用してアン
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